
北海道人口ビジョン調査分析委託業務
企画提案指示書
１　業務名

　　北海道人口ビジョン調査分析委託業務
２　業務の目的
　　北海道における人口減少の実態を明らかにするため、北海道人口ビジョンに掲載した「人口減少が地域の将来に与える影響の分析・考察」について、直近の統計数値等を用いた2070年までの将来推計を行い、現行のビジョンを更新するとともに、新たな項目の追加を行う。
３　委託業務の内容
　　委託する業務の内容は、別添の「北海道人口ビジョン（改訂版）構成項目（仮）」に必要なデータと分析であり、次のとおりとする。

（１）人口減少が地域の将来に与える諸課題・影響に関する調査分析

　　次に掲げる作業を実施することとし、定量的な分析が困難な場合は、取り扱うデータに応じた適切な分析手法を提案し、実施すること。取り扱うデータの期間については、現在から2070年までとし、必要に応じて社人研の地域別将来推計人口に準拠した推計を行うこと。

　　①データ及び分析・考察の更新（必須）

現行の北海道人口ビジョンに掲載している下記項目の数値を更新するとともに、それぞれの内容について分析、考察を加えること。また、道内６圏域別での算出もすること。

・全産業就業者数

・総消費金額

・医療費総額及び人口１人当たりの金額

・要支援・要介護に係る給付費の総額

・税収額

　　②道、道内６圏域別の世帯数、世帯構成割合の推計（必須）

　　　道全体、道内６圏域別の世帯数、世帯構成割合の推計を行うこと。

　　③影響に関する新たな項目の調査分析（必須）

人口減少による影響や課題について、次の分野における直近の統計数値等を用いて、本道における2070年までの将来推計や分析、考察を行うこと。（各分野において２つ以上のデータを用いること）。
また、推計方法の選定理由や根拠についても明示すること。

なお、必要に応じて圏域別や人口規模別での推計も行うこと。

　

　＜分野＞

・子育て、教育（例：学校数の減少など）

・医療、介護（例：介護職員の減少など）

・労働力、産業（例：労働力の減少、産業別に必要な就業者数（全体、６圏域別）、将来的な需要と供給のギャップ、粗付加価値等の金額指標など）

・地域コミュニティ（例：高齢化率50%以上の集落数の推移、住民自治への影響や変化など）

　　④その他影響が想定される分野に関する調査分析

　　　③で記載した必須項目以外に、人口減少の影響が想定される分野について提案の上、③同様、統計数値等を用いた2070年までの将来推計や分析、考察を行うとともに、その変化を分かりやすく示すこと。また、推計方法の選定理由や根拠についても明示すること。

　　（例）

・インフラ（例：公共施設の維持に伴うコストなど）、

・空間管理（例：空き家の増加など）

・その他

（２）人口減少に伴い生じる変化や影響への対応の提示

人口減少に伴い生じる変化や影響への対応について、札幌への人口集中といった課題を踏まえ、国のデータ等も参考にしながら、わかりやすく提示すること。

　　＜人口減少に伴い生じる変化や影響への対応＞

・デジタルの活用

・外国人の活用

・広域連携

・その他

（３）報告書の作成

成果品として分析結果をまとめた報告書及び概要を作成し、紙媒体及び電子データ（一式）により提出すること。

なお、本事業における成果品及びデータ等を含むあらゆる制作物の所有権及び著作権は道に帰属するものとし、著作権、肖像権等に関して権利者の許諾が必要な場合は、受託者において必要な権利処理を行うものとする。
（４）成果品の提出

① 指定成果品

ア　報告書及び概要２部

イ　作成した報告書及び概要のほか、本業務に係る調査、分析結果データ一式を保存した「DVD-R」

ウ　提出期限　令和６年（2024年）８月５日（月）

② 成果品

ア　報告書及び概要１０部

※製本仕様 A4 判、くるみ製本仕上げ（背表紙あり）

イ　作成した報告書及び概要のほか、本業務に係る調査、分析結果データ一式を保存した「DVD-R」

ウ　提出期限　令和６年（2024年）９月13日（金）
４　業務実施にあたる留意事項
（１）企画提案指示書に記載のない事項については、北海道との協議により決定する。
（２）必要に応じて報告書を作成し、進捗状況を報告するものとする。
（３）全てのデータについて出典を明示するとともに、電子データについては今後の更新が可能となるよう配慮すること。

（４）この事業により知り得た個人情報を外部に漏らし、又はその他の目的に利用してはならない（この事業が終了した後においても適用するものとする）。
５　契約の方法等

（１）契約方法　総合評価一般競争入札

（２）委託期間　契約締結日から令和６年９月３０日（月）まで
６　提案及び審査の項目
	提案及び審査項目

	１　実施体制

	
	①実施体制・役割等

	２　実施手法

	
	①業務処理工程表

	３　実施方策

	
	1 データ及び分析・考察の更新、道、道内６圏域別の世帯数、世帯構成割合の推計

	
	2 影響に関する新たな項目の調査分析

	
	3 その他影響が想定される分野に関する調査分析

	
	4 人口減少に伴い生じる変化や影響への対応


※記載上の留意事項

　　　ア　実施体制・役割等については、業務実施上の責任者、人員、担当者の経歴、役割及び組織図などを具体的に記載すること。

　　　イ　業務処理工程表については、業務を効率的かつ効果的に実施できる全体スケジュールとすること。

　　　ウ　実施方策については、「３　委託業務の内容」を満たした提案とすること。

７　総合評価一般競争入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

（１）単独法人、法人以外の団体又は複数法人等（法人、法人以外の団体も含む。）による複合体（以下、「コンソーシアム」という。）であること。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に掲げる者でないこと。
（３）地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。
（４）道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

（５）暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札等への参加を除外されていないこと。
（６）暴力団関係事業者等でないこと。
（７）次に掲げる税を滞納している者でないこと。
ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
ウ　消費税及び地方消費税
（８）次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。）。
ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出
（９）単体法人で参加する場合は、道内に本店又は主たる事業所あるいは支店等の拠点を有するものであること。また、複数法人による連合体（以下「コンソーシアム」という。）で参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所を有するものをその構成員に含むものであること。
（10）コンソーシアムの構成員が単体の法人としても重複参加する者でないこと。また、コンソーシアムの構成員が他のコンソーシアムの構成員として重複参加する者でないこと。
８　参加資格申請書等の提出
（１）提出書類　参加資格申請書、添付資料
（２）様式　　　参加資格申請書　別添様式による

（３）提出部数　参加資格申請書、添付資料とも１部

（４）提出期限　令和６年（2024年）４月22日（月）17時（必着）
（５）提出場所　11の（４）のとおり
（６）提出方法　持参又は郵送（簡易書留、書留のいずれか）による
９　企画提案書等の提出
（１）提出書類　企画提案書、付属資料

（２）様式　　　企画提案書　別添様式による

（３）提出部数　企画提案書、付属資料とも10部

　　　　　　　　※１部は提案者名を記載したもの。残り９部は提案者名を記載しないもの。

　　　　　　　　　文中にも提案者名を記載しないよう注意すること。

（４）提出期限　令和６年（2024年）４月22日（月）17時（必着）
（５）提出場所　11の（４）のとおり
（６）提出方法　持参又は郵送（簡易書留、書留のいずれか）による
10　総合評価審査委員会（ヒアリング）の実施

（１）参加者として選定した者から、総合評価審査委員会においてヒアリングを実施する。ヒアリングの日時及び場所は、別途通知する。
（２）企画提案書提出者数が５者を超える場合には、委員による書類選考を行う場合がある。
（３）ヒアリングに参加しなかった提案者の提案は無効とする。

11　その他
（１）公募手続きにおいて使用する言語、通貨
　　　日本語、日本円
（２）無効となる提出書類
　　　企画提案書及び付属資料が次の事項の一つに該当する場合には無効となることがある。
　　　・提出期限、提出場所、提出方法に適合しないもの。
　　　・指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。
　　　・記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。
　　　・虚偽の内容が記載されているもの。
（３）その他
ア　全ての提出書類の作成・提出に係る費用は、提案者の負担とする。
イ　提出された企画提案書等は、総合評価一般競争入札の目的以外には、提出者に無断で使用しないこととする。
なお、特定された者と契約を締結した後は、当該企画提案書等を成果品が納品される日まで閲覧に供する場合がある。
ウ　提出された書類は審査を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがある。
エ　提出期限以降における企画提案書等の差し替え及び追加等は認められない。
オ　全ての提出書類は返却しない。
カ　本業務に係る質問は、企画提案書等の提出期限の日まで受け付けるものとする。
（４）問合せ先及び参加資格申請書、企画提案書等の提出先
　　　　郵便番号　060-8588
　　　　札幌市中央区北３条西６丁目（北海道庁本庁舎４階）
　　　　北海道総合政策部地域創生局地域戦略課地域創生係（担当：曽根）
　　　　電話　011-204-5131　ＦＡＸ　011-232-1053
電子メールアドレス　sogo.chisen@pref.hokkaido.lg.jp
北海道人口ビジョン（改訂版）構成項目（仮）

　※以下は、現時点での北海道人口ビジョン（改訂版）の項目案であり、二重線で囲われている項目が本委託業務の内容が反映される部分。
Ⅰ　はじめに
Ⅱ　北海道の人口動向
　　１　総人口
　　２　自然増減
　　３　社会増減
　　４　札幌市への人口集中
　　５　外国人の人口動向
Ⅲ　将来人口の推計と人口減少による影響分析
　　１　将来人口の推計
　　２　人口減少が地域の将来に与える影響の分析・考察
　　（１）データ及び分析・考察
　　　　・全産業就業者数
　　　　・総消費金額
　　　　・医療費総額及び人口１人当たりの金額
　　　　・要支援・要介護に係る給付費の総額
　　　　・税収額
　　（２）人口減少が地域の将来に与える影響に関する調査分析
　　　　①子育て、教育
　　　　②医療、介護
　　　　③労働力、産業
　　　　④地域コミュニティ
　　　　●その他影響が想定される分野（例：インフラ、空間管理など）
　　３　人口減少に伴い生じる変化や影響への対応
　　　　①デジタルの活用
　　　　②外国人の活用
　　　　③広域連携
　　　　●その他
　　Ⅳ　人口の将来展望
